
 

東京都学校事務職員労働組合（東学） 新宿区西新宿２－８－１ 都庁第２本庁舎３２階

（賃金確定闘争の結果特集号） ２０２４年１１月１３日 ＮO.６９６ 

１１．１３都側最終回答 急激な物価上昇を

反映せず、中高年齢層職員の期待にも応えず 
人事委員会勧告の取り扱いは、勧告どおり 
○例月給 勧告通り給料表を全級全号給について引上げ改定 実施時期：令和６年４月１

日に遡及して実施 

○特別給 勧告どおり０．２０月分引上げ（４．６５月→４．８５月）期末手当及び勤勉

手当に配分 ※第４回都議会定例会で関係条例を議決後、できる限り速やかに支給 

扶養手当の見直し 
○配偶者（パートナーシップ関係の相手方を含む）に係る手当を廃止し、子に係る手当額

を引上げ  

・配偶者 ６，０００円 → 令和７年度：３，０００円、令和８年度：廃止 

・子 ９，０００円 → 令和７年度：１１，５００円、令和８年度：１３，０００円 

○実施時期：令和７年４月１日 

地域手当、特地勤務手当及びへき地手当の見直し 
○支給地域と支給割合（本則） 

・区部・多摩公署：２０％（据置き）・島しょ公署：１６％・都外公署：１６％ 

○実施時期：令和７年４月１日から令和１０年４月１日まで段階的に実施 

通勤手当の見直し 
○１月当たり支給限度額を引上げ（５５，０００円→１５０，０００円） 

○新幹線等を利用した場合の特急料金等に係る支給について見直し 

 ・支給限度額の範囲内で全額の支給を可能に 

 ・新規採用職員、定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員及び育児、介護等のや

むを得ない事情により転居して新幹線等による通勤を必要とする職員にも支給を可能 

 ・新幹線等の利用により通勤時間が片道当たり３０分以上短縮されること、異動後の通

勤時間が異動直前の１．５倍以上になることという支給要件を廃止 

○実施時期：令和７年４月１日 

単身赴任手当の見直し 
○新規採用職員にも支給を可能に       

○実施時期：令和７年４月１日 

在宅勤務等手当の導入 
○在宅勤務に伴う光熱・水道費等の費用負担を軽減する観点から、在宅勤務等手当を導入 

 ・３カ月以上の期間において、１月当たり平均１０日を超えて終日テレワークを実施す

る予定の職員に月額３，０００円を支給 

 ・在宅勤務等手当が支給されている期間の通勤手当については、１か月当たりの平均通

勤所要回数分の運賃額（自転車等を利用している職員は、定額の半分）を支給 

 ・会計年度任用職員については、在宅勤務等手当に相当する報酬を第一種報酬として、



常勤職員の例により支給 

○実施時期：令和７年４月１日  

旅費の取扱いの見直し 
○公務旅行の前又は後ろに連続する私事旅行をした場合についても、公務旅行に要する旅

費の支給を可能に 

○実施時期：令和６年１２月１日 以降に出発する旅行から適用 

夏季休暇の取得期間の見直し 

○全職員（会計年度任用職員を含む）の取得期間を拡大 

 ・７月１日から９月３０日まで → ６月１日から１０月３１日まで 

○実施時期：令和７年４月１日 

 

その他、業務職給料表や給料の調整額の改定、初任給調整手当の改定・見直し、宿直手

当の改定・見直し、複線型人事制度の推進、超過勤務の免除に係る制度の見直し、子連れ

出勤の本格実施、フレックスタイム制の見直し、子どもの看護休暇の見直し、子育て部分

休暇制度の導入、会計年度任用職員の報酬額の改定時期に係る取扱いの見直し・超過勤務

の免除に係る制度の見直し・子どもの看護休暇の見直し・子育て部分休暇制度の導入、カ

スタマー・ハラスメントに関する取組、介護と仕事の両立に関する取組、「東京都職員

『ライフ・ワーク・バランス』推進プラン」関連。 

 

都労連に連帯、都庁集会と都教委要請を実施 
都段階の確定闘争に合流するため、都労連・都庁職の闘いに連帯するため、３者協（東

学、アイム８９、都障労組）として都教委に要求書を提出し、都教委要請行動を取り組み

ました。都教委の回答、都側の最終回答、都労連の妥結を受け、東学は、統一行動を中止

しました。 
３者協要求に対する都教委の回答 

ただいま、皆様方から要請を受けました。去る１０月１８日、人事委員会が職員の給与

に関する報告と勧告がありました。今回の勧告では、公民較差を解消するために例月給が

引き上げ改定となり、特別給についても、年間支給月数を０．２０月分引上げ、期末手当

と勤勉手当で支給するとされています。例月給、特別給ともに３年連続の引き上げ改定と

なっています。 

本日、皆様方から様々お伺いしました要請の内容については、任命権者として真摯に受

け止め、総務局と都労連との協議を踏まえまして、対応していきたいと考えています。教

職調整額についても、要望をいただいていますが、それぞれ所管の方に伝えさせていただ

きたい。よろしくお願いいたします。私からは、以上です。 
様々な意見を聞かせていただきました。勤労課所管外の話については、各所管にお伝え

します。今後につきましては、必要に応じて、窓口で対応させていただきます。本日は、

これで終了させていただきます。 

東学の判断、統一行動を中止し「やむを得ず妥結」 
都教委から提案のあった事項につきまして、東学としては、「やむを得ず妥結」を決定

しました。例月給の若年層と中高年層との引上げ格差や急激な物価上昇、春闘の結果から

すると、都人勧は納得できません。日々、児童・生徒の教育条件整備を担い、懸命に奮闘

している事務職員の実態や思いを踏まえると、残念な結果だと言わざるを得ません。しか

し、都労連が妥結したという状況を踏まえれば、東学も、やむを得ず妥結の判断をします。 


